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本稿は、「ポストコロナ時代に向けたデジタル社

会資本の整備」と題して、2020年10月5日に開

催された「NRI未来創発フォーラム2020」におけ

る筆者の基調講演を取りまとめたものである。

本講演では、コロナ禍をきっかけに「数年分の

デジタル化が数カ月で起こった」ともいわれる中、

テレワークをはじめ急速に進展したデジタル技術

の活用が国民のウェルビーイングを高め、中長期

的には個人・企業・国の生産性を高める可能性

を示すとともに、とりわけ「デジタル社会資本」の

整備に、大きな社会的便益を生み出すポテンシャ

ルがあることを示した。

野村総合研究所（NRI）代表取締役会長兼社長

此本臣吾

特集「NRI未来創発フォーラム2020」より 新型コロナウイルスと経済・社会のパラダイムシフト
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1 深刻化する経済不況
今、コロナ禍の中で、未曽有の経済不況が

進行中である。
国際通貨基金（IMF）の「世界の四半期実

質GDP見通し（2020年 6 月）」によると、世

界の実質GDPは20年第 2 四半期に大きな落
ち込みを示した。とりわけ先進国の方が、新
興国に比べても一時的には大きなダメージを
受けている（図 1 ）。

日本は欧米諸国と比べると、20年の実質
GDP成長率はさほどの落ち込みにはならな
いが、この先の21年を展望すると欧米に比べ
て回復が弱いという見通しが出されている

（図 2 ）。これには、日本の潜在成長率がもと

Ⅰ	 コロナ危機が生み出す
	 パラダイムシフト

図2　各国の実質GDP成長率見通し

図1　世界の四半期実質GDP見通し
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もと欧米に比べて低いということも影響して
いると思われる。

そして、コロナ禍の経済への悪影響が当初
より長期化することも次第に分かってきた。
新しい市場、新しい産業の芽を早く見いだし
て、日本経済の回復を力強いものにしていか
なくてはならない。

2 コロナ禍が社会・経済に
 もたらしたインパクト

コロナ禍が社会・経済にもたらしたインパ
クトとして、筆者は次の 2 点が重要であると
思っている。

1 つはテレワークが生み出した「時間の解
放」である。オフィスへの通勤時間や外出先
への移動時間がなくなるということは、働く
人たちの「可処分時間」が大幅に増加するこ
とを意味する。そして、これに伴ったさまざ
まな新しい動きが出てきている。

もう 1 つは、人々の劇的な行動変容が、デ
ジタル活用による対面から非対面、オンライ
ン化という大きな動きを促進していること。
これを「空間の解放」と呼びたい（図 3 ）。

図3　コロナ禍がもたらしたパラダイムシフト

時間の解放（テレワーク）

パラダイムシフトが新たな需要を生み出している

空間の解放（オンライン化）
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● テレワーク普及で通勤時間がなくなり、 
　個人の「可処分時間」が大幅に増加

● 劇的な行動変容が、デジタル活用による
　オンライン化（非対面）を促進

（1）	時間の解放

まず、「時間の解放」について述べたい。
野村総合研究所（NRI）では2020年 7 月

に、従業員規模300人以上の企業に勤務する
人を対象として、在宅勤務に関するアンケー
ト調査を行った。その幾つかの結果を紹介し
たい。まず、図 4 は在宅勤務によって時間の
使い方がどう変わったかを示したものであ
る。「就労のための総時間（通勤時間含む）」
が短くなり、その分、「余暇にかける時間」

「睡眠時間」「家事や暮らしにかける時間」
「子どもと会話する時間」にシフトしている
ことが一目瞭然である。

こうした人々の行動変容の影響が、企業業
績に端的に現れたのがゲームソフト業界であ
る。図 5 にあるように、20年 3 月、 4 月のゲ
ームソフトの売上高の伸びが劇的な増加を示
している。ゲーム関連企業の20年 4 〜 6 月期
の業績は、いずれも前年同期比で大きな伸び
を記録した。一方で、遊園地・テーマパーク
については落ち込みが非常に激しい。20年 3
〜 6 月にかけては、売上高がほぼゼロという
状態が続いている。
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ゲームソフトの売上が好調というのは可処
分時間が増加したことが大きく影響している
が、同様に、この時期にはオンライン研修、
オンラインフィットネスなどさまざまなオン
ラインビジネスも大きく売上を伸ばしてい
る。このような可処分時間の増加がどの程度
の新たな消費を生み出す可能性があるのか、
簡易な試算を行った。

日本全体でどの程度の勤労者がどの程度の
テレワークを実施しているか、また、その通
勤時間の削減がどの程度かは、前述のNRI調
査のデータを用いて推計することができる。
その結果、日本全体の可処分時間の増加分は
概算で 1 日当たり373万時間となった。これ
に日本の平均的な時間当たりの消費支出額を
掛け合わせると、追加的な消費額の増加ポテ
ンシャルは2.2兆円となる（図 6 ）。当然、増
加した可処分時間のすべてが消費活動に充て
られるわけではないので、そのすべてが顕在
化するという意味ではない。しかし、これは

図4　在宅勤務活用による時間の使い方の変化

就労のための総時間（通勤時間含む）

仕事のための自己研さんにかける時間

余暇にかける時間

睡眠時間

家事や暮らしにかける時間

子どもと会話する時間

■ 短くなった　　■ やや短くなった　　■ 変わらない　　■ やや長くなった　　■ 長くなった

24 33 428 11

6 61 58 20

3 44 145 34

52 134 30

28 192

2

50

28 2149

（%）

（N＝3,708）

（N＝3,708）

（N＝3,708）

（N＝3,708）

（N＝3,708）

（N＝1,415）

1

1

1

※従業員規模300人以上の会社に勤める人が調査の対象
出所）野村総合研究所 「在宅勤務活用による働き方・暮らし方の変化に関する調査」 （2020年7月）より作成

図5　ゲーム業界の業績（2020年）
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名付けたが、コロナ禍によって人々の行動が
劇的に変容している事実を見ていきたい。

図 7 は、コロナ禍の中での人の移動量（日
本全体）を計測したものである。住宅周辺、
小売・娯楽、職場、乗換駅という対比で見る
と、 4 月から 5 月にかけて、特に緊急事態宣
言のときは職場や乗換駅における人の移動量
が大きく減少した。その一方で住宅周辺の移
動量が増えている。こうした状況が最も先鋭
化しているのが東京都であり、職場、小売・
娯楽、乗換駅での移動量が劇的に減ってい
る。そして緊急事態宣言が解除されてから
も、この傾向にはあまり変化が見られていな

極めて大きなインパクトを持った金額であ
り、この額に相当する潜在需要が世の中に生
まれているという言い方もできると思う。ハ
ード・ソフトを合わせたゲーム業界全体の売
上高が1.7兆円程度であることを考えると、
ゲームソフト業界には大きなインパクトがあ
ったことが想像できる。また、ゲームソフト
業界以外でもこの「可処分時間」に着目すれ
ばさまざまな事業機会が生まれるはずであ
る。

（2）	空間の解放

もう 1 つのインパクトを「空間の解放」と

図7　2020年1月と比較した移動量の変化（日本全体・平日のみ）

図6　テレワークによる「時間の解放」が生み出す追加的な消費ポテンシャル
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※可処分時間：野村総合研究所 「在宅勤務活用による働き方・暮らし方の変化に関する調査」 （2020年7月） より概算 
　時間当たり消費： 勤労者世帯の消費支出額（家計調査）と消費可能な時間（社会基本生活調査）より算出
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アについては業績が大変厳しいという結果に
なっている。

さらに劇的に変化しているのは、EC（エ
レクトリック・コマース）である。図10はグ
ローバルレベルでのAmazonオンラインスト
アの売上推移を示したものだが、2020年第 2
四半期（ 4 〜 6 月期）には前年同期比＋47.8
％という驚くべき伸び率を示している。同社
の第 2 四半期の売上高が459億ドル、日本円

い。コロナ感染者が出続ける限りは元に戻る
ことはないであろうし、今後、テレワークが
一定程度定着するのであればこの状態がニュ
ーノーマルになるのだろう（図 8 ）。

こうした人の移動量の変化は、産業界にも
大きな影響を及ぼす。とりわけ小売業に対す
る影響は大きい。図 9 ではドラッグストアの
例を挙げているが、郊外型ドラッグストアの
業績が好調である一方、都心型ドラッグスト

図9　主要ドラッグストアの既存店売上高伸び率（前年同月比）
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図8　2020年1月と比較した移動量の変化（東京都・平日のみ）
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聴したといわれている。もしコロナ禍の影響
がなく、通常ライブの形で実施された場合、
この日の売上高は約1.6億円となる。一方、
オンライン配信の場合は約6.5億円である。
グッズの売り上げなどを除く単純な掛け算だ
けの比較ではあるが、今回のコロナ禍で収入
は 4 倍になったという計算になる（図11）。

オンライン配信であったから、当然リアル
と同様の臨場感を味わうことはできないし、
果たして今後もこのような形が定着するかど
うかには議論があるかもしれないが、オンラ
イン配信は動員力がやはり桁違いであること

で 5 兆円弱、かつ 4 割の増収ということであ
るので、この勢いが続くとしたら年間売上高
20兆円以上という、とてつもない金額のEC
需要が生まれていることになる。
「空間の解放」の産業に与えるインパクトに
関する事例を、もう 1 つ取り上げたい。それ
はエンタテインメントビジネスの世界である。

20年 6 月25日に、サザンオールスターズの
無観客ライブが横浜アリーナで開催された。
18万人が有料のチケットを購入し、それ以外
にもさまざまな形でオンライン配信されたの
で、全体では50万人ぐらいがこのライブを視

図11　サザンオールスターズ無観客ライブ配信（6/25 横浜アリーナ）の推定売上

無観客ライブ配信

チケット購入者数 チケット代金 推定売上※

18万人 3,600円× ＝ 約6.5億円

もし通常ライブだったら 1万7千人
（横浜アリーナ収容人数）

9,500円
（昨年のライブチケット）

× ＝ 約1.6億円

※グッズなどの関連売上は含めない
出所）日本経済新聞（2020/6/26）より作成

図10　Amazonオンラインストア売上の推移
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1 日本におけるテレワーク実施状況
2020年は、世界全体でテレワークの実施が

急速に進展した。図12はテレワーク実施状況
の国際比較であるが、米国やイタリアなど、
ロックダウンが非常に厳しかった国ほどテレ
ワークが進んでいる状況がうかがえる。その
中で日本は、感染者数が相対的に少ないとい
う事情を反映してか、先進国の中ではまだテ
レワーク実施比率は低いという結果になって
いる。

日本の状況を詳細に見ていくと、従業員規
模1000人以上の大企業では、従業員のほぼ半
数がテレワークを経験したという結果が出て
いる（図13）。一方、従業員規模が小さくな
るほどテレワークの実施者は少なくなる。テ
レワークを実施するにはさまざまなITイン
フラが必要になってくるので、従業員規模が
小さくなると、その辺りのインフラを整備す
るハードルが高くなり、実施したくてもでき
なかったという事情があるのかもしれない。
日本企業全体の平均的なイメージとしては、
従業員の約 3 割が今回のコロナ禍でテレワー

は、証明されたのではないかと思う。
エンタテインメントの分野だけではない。

商品展示会や住宅展示場などでもオンライン
化が進み、動員が増えていることが報道され
ている。このような事象を見ていると、デジ
タル化の進展でいつかはこのような社会が訪
れると予測されていたものが、コロナ禍によ
って前倒しで実現したといえるのかもしれな
い。

ここからはテレワークについて少し掘り下
げていきたい。

日本では東京オリンピック・パラリンピッ
クの開催に備えて、2019年から試行的にテレ
ワークを実施していた企業も多かったと思う
が、まさかこのような形で 1 年後にテレワー
クがこれほど普及するとは思いも寄らなかっ
たであろう。

図12　世界のテレワーク実施状況
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出所）野村総合研究所「Withコロナ期における生活実態国際比較調査」 （2020年7月）より作成

Ⅱ	 テレワークによる
	 ホワイトカラーの生産性革新
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いるということである（図14）。
働く側が感じるテレワークのメリットを金

銭的価値に換算するとどうなるかを推計して
みた。NRIのアンケート調査では、「在宅勤
務を選択・継続できるなら、収入が下がって
もよい」かどうかという設問に対し、24.2％
が肯定的であった（「そう思う」「ややそう思
う」の回答合計）。この設問に対して肯定的
な人に、どれぐらい下がってもよいかという
ことを別の設問で尋ねているが、その結果か
ら平均値を求めると月額 1 万2758円という試
算結果が得られた（図15）。日本企業は現
在、法定外福利費として従業員 1 人当たり月
額 2 万5369円を支出している。その内容は企
業によって異なるが、住宅手当、家族手当、
あるいは娯楽・レジャーに対する補助金など
が含まれることが多い。在宅勤務実施による

クを経験したというのがNRIの調査結果から
の推計である。

2 テレワーク普及による
 働く側のメリット

ここでは、テレワークの普及によって働く
側にどのようなメリットが生じたのかを深掘
りしていきたい。

NRIでは2020年 5 月に在宅勤務に関するア
ンケート調査を実施したが、在宅勤務で感じ
た効果として、「通勤時間を削減でき、時間
を有効に活用できた」「感染リスクを下げる
ことができ、感染不安の解消につながった」

「通勤時間を削減でき、身体的負担の軽減に
つながった」という回答が多かった。働く側
の立場からすると、やはり在宅勤務により通
勤がなくなったのが大きなメリットになって

図13　従業員規模別のテレワーク実施者の割合（日本）

全体

5人未満

5～9人

10～29人

30～99人

100～299人

300～499人

500～999人

1000人以上

（N＝1,378）

（N＝205）

（N＝96）

（N＝152）

（N＝198）

（N＝188）

（N＝86）

（N＝87）

（N＝315）

31%

29%

18%

22%

23%

25%

29%

31%

46%

出所）野村総合研究所 「Withコロナ期における生活実態国際比較調査」 （2020年7月）より作成
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負担の対価として相応の金額が含まれている
という考え方である。今回のコロナ禍で在宅
勤務が中心となり、従業員は、通勤にかかわ
る負担やリスクを負わなくなったが、その補
償賃金に該当する月額 1 万2758円相当を実質

従業員の金銭的メリットというのは、この法
定外福利費の半額ぐらいの水準の福利厚生費
が上乗せされたというイメージで捉えられる。

労働経済学には「補償賃金」という概念が
ある。賃金の中には、従業員が負うリスクや

図14　在宅勤務で感じた効果

図15　在宅勤務の金銭的効果

通勤時間を削減でき、時間を有効に活用できた

感染リスクを下げることができ、感染不安の解消につながった

通勤時間を削減でき、身体的負担の軽減につながった

人間関係のストレスが軽減した

仕事の効率が上がった

これまでよりも時間管理を意識して仕事をするようになった

育児や介護等との両立がしやすくなった

自己研さんの時間を確保できた
■ とても感じた
■ やや感じた

（N＝5,140）

43% 36%

39% 39%

36% 36%

19% 35%

13% 38%

10% 35%

12% 33%

9% 30%

（％）そう思う ややそう思う どちらとも言えない

参考：現在の1人当たり法定外福利費※

　　　（日本経済団体連合会より）

※法定福利費（健康保険、厚生年金など）以外の福利厚生費

あまりそう思わない そう思わない

Q. 在宅勤務を選択・継続できるなら、収入が下がってもよい（N＝3,708）

Q. どの程度、月々の収入（手取り額）が下がってもよいか（N＝897）

平均 12,758 円／月
25,369 円／月

6.5 17.7 29.9 25.6 20.3

出所）野村総合研究所 「新型コロナウイルス感染症拡大に伴う在宅勤務等に関する調査」 （2020年5月）より作成

出所）野村総合研究所 「在宅勤務活用による働き方・暮らし方の変化に関する調査」 （2020年7月）より作成
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答を多く寄せている様子が見て取れる（図
16）。

同じアンケート調査の中で在宅勤務活用に
よる効果を聞いたところ、「家事や暮らしに
かけられる時間が増えた」「育児・子育てに
かけられる時間が増えた」という回答が多か
った。つまり、テレワークは、通勤のストレ
スの軽減に加えて特に子育て世帯に大きなベ

的には賃上げと同等のメリットとして受け取
っていることになる。

また、「在宅勤務を選択・継続できるな
ら、収入が下がってもよい」かどうかという
設問に対し、当然ではあるが通勤時間が長い
人ほど肯定的な回答をしている。回答者の年
齢別の分析からは、20代後半から30代前半、
つまり子育て真っ最中の世代ほど肯定的な回

図16　在宅勤務による収入減少を是とする回答比率（通勤時間別、年齢別）

図17　在宅勤務による効果（暮らし面）

通勤時間

90～120分

60～90分

40～60分

20～40分

20分未満

28

27

24

21

22

（％） 回答者の年齢

20才～24才

25才～29才

30才～34才

35才～39才

40才～44才

45才～49才

50才～54才

55才～59才

25

30

32

24

23

18

18

15

（％）

（N＝3,708）

68%

61%

49%

37%

28%

家事や暮らしにかけられる時間が増えた

育児・子育てにかけられる時間が増えた

身体的負担の軽減につながった

家族との関係がよくなった

家族との衝突が減った

（N＝3,708）

（N＝1,415）

（N＝3,708）

（N＝2,681）

（N＝2,681）

※「そう思う」＋「ややそう思う」の回答者割合
出所）野村総合研究所 「在宅勤務活用による働き方・暮らし方の変化に関する調査」 （2020年7月）より作成

※「そう思う」＋「ややそう思う」の回答者割合
出所）野村総合研究所 「在宅勤務活用による働き方・暮らし方の変化に関する調査」 （2020年7月）より作成
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た、あるいは準備がまだ十分でない中でテレ
ワークをすることになった、などの事情があ
ったと思われる。そして 7 月になると、少し
落ち着いて46.5％となった。別の調査結果か
らもテレワークは慣れるに従って問題が解消
されていく（習熟効果）ことが確認されてい
るので、今、このような調査を実施すれば、
支障を感じているとの回答はさらに減少して
いるかもしれない。

ところで、テレワークの生産性低下問題に
関して、NRIは国際調査も実施している（図
19）。その結果を見ると、日本、英国、米国
ではテレワークによって生産性が下がった

（「かなり下がった」と「やや下がった」の回
答合計）という回答が 4 割以上となったが、
スウェーデンやドイツでは「変わらない」と
いう回答が過半数を占めている。総じて大陸
欧州の国々においては、テレワークによる生
産性への影響はあまり問題視されていないよ
うである。

先進国の中で比較すると、日本はとりわけ
生産性が「下がった」という回答が多く見ら

ネフィットを生み出しているということにな
る（図17）。

このように、テレワークから従業員が得ら
れるメリットは多く、企業はもちろんのこ
と、政府としても政策的な後押しを行ってテ
レワークを取り入れた新しい働き方を推奨す
るべきであろう。

3 テレワーク普及による企業側の
 デメリット：生産性低下の問題

一方、企業側から見てテレワークの普及に
はどのような意味があるのだろうか。一般的
には生産性の低下が指摘されているが、NRI
が実施した企業アンケート調査からも同様の
回答結果があった（図18）。
「テレワークによって支障を感じているかど
うか」という設問に対して「かなり感じてい
る」と「やや感じている」の回答合計は、
2020年 3 月調査では51.5％であったが、緊急
事態宣言発出中の 5 月になると59.4％に跳ね
上がった。このときは本来テレワークに適さ
ない業務でもテレワークにせざるを得なかっ

図18　テレワークによる生産性低下の状況

2020年3月

（緊急事態宣言時）5月

7月

■ かなり感じている　　■ やや感じている　　■ あまり感じていない　　■ 全く感じていない

（N＝101）

（N＝665）

（N＝761）

（％）

10.9 36.640.6 11.9

12.3 29.047.1 11.6

10.0 36.236.5 17.3

出所）野村総合研究所 「新型コロナウイルス感染拡大による影響調査」 （2020年3月、2020年5月）、 「日常生活に関する実態調査」 （2020年7月）より作成
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という漠然とした不安が生じているのかもし
れない。

4 NRIにおけるテレワークの
 生産性検証の実証実験

いずれにしても、日本においてはテレワー
クの普及で生産性が低下する、というのが定

れる。多くの日本人にとってテレワークはほ
とんどなじみがなかったという事情があるの
だろうが、それに加えて、日本企業はこれま
で「現場力」や「暗黙知」といわれるよう
に、集団で衆議を尽くして改善を重ねる経営
を強みとしてきたのに対し、テレワークはそ
うした日本の良さを打ち消してしまうのでは

図20　テレワークの生産性検証調査

一般的なテレワークサーベイ
（従業員アンケート調査など） 時期：2020年8～9月 2週間

対象：システム開発、マネジメント業務に従事する
　　　NRIグループ社員 125人（20～40代）
　　　テレワーク頻度（週1～5日）の分布を平準化

問題点

NRIで行ったテレワーク実証実験

● 一定期間内のテレワーク状況を
一括りにした評価しかできない

● 評価の背後にある
　各人の行動までは分からない
● 主観的な評価中心で、 客観的な
データではない

● 生産性・満足度の主観的評価
に加え、業務内容や行動をデ
イリーで把握

● 各人の行動データと突き合わ
せ、主観的評価の確からしさ
を検証

精細化・行動把握化 客観的データ

毎日の業務日誌記入 業務時間、ツール利用状況

図19　テレワークによる生産性低下の状況（国際比較）

日本

英国

米国

イタリア

スウェーデン

ドイツ

■ かなり下がった　　■ やや下がった　　■ 変わらない　　■ やや上がった　　■ かなり上がった（各国ともN＝2,060）

（％）

9 4139 29

10 4030 515

11 3729 815

7 4823 716

6 5122 615

8 5618 612

出所）野村総合研究所 「Withコロナ期における生活実態国際比較調査」 （2020年7月）より作成
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日誌をつけ、それらのオンライン業務のログ
を記録するなど、その日はどのような業務を
どのような手法で実施したか、それぞれの仕
事において生産性はどうであったかをデータ
に基づいて確認していった（図20）。

結果はどうだったかというと、その日 1 日
の総合的な満足度・充実度でいえば、テレワ
ークの方が高いという結果が出た（図21）。
移動時間や通勤時間がなくなっているから、
実働時間そのものが減っており、その分を食
事や休憩などに回すことができるので、一日
一日の生活にゆとりが生まれるからである。

問題はテレワーク導入に伴う生産性の低下

説のようになっているが、果たしてそれは本
当なのだろうか。また、下がるとしても、ど
の程度なのだろうか。筆者は常々、そうした
疑問を抱いていたので、2020年 8 〜 9 月に
NRI社内で実証実験を行った。

一般的なテレワークサーベイは、既に終わ
った仕事について後から振り返って回答す
る、あるいは多様な内容の業務を一括りにし
て回答する、という方法を採っていることが
多いので、業務単位での分解能が得られな
い。結局は、あいまいな、あるいは主観的な
評価に収斂してしまう問題点を持っている。
それに対してNRIでは、 2 週間にわたり業務

図21　1日の総合的な満足度・充実度

図22　出社時の生産性を100としたときのテレワークの生産性

出社

テレワーク

■ とても満足　　■ やや満足　　■ どちらとも言えない　　■ やや不満　　■ とても不満

（N＝117人日）

（N＝163人日）

（％）

8

14 36 1534 1

48 627 11

80未満 80～ 90～ 100 ～110 ～120 120超

2%

9%

27%

31%

16%

9%
7%

（N＝116）
50

40

30

20

10

0

％ 下がった 38％ 上がった 32％

出所）野村総合研究所 「テレワーク時の生産性に関する実験調査」 （2020年9月）より作成

出所）野村総合研究所 「テレワーク時の生産性に関する実験調査」 （2020年9月）より作成
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事の割合は10％程度にとどまると考えられる。
生産性が上がったと回答した者に対して、

その理由を尋ねたところ、「通勤時間などの
移動時間が減る」「通勤のストレスがない」

「体調や家庭環境に合わせた働き方ができ
る」がトップスリーとなった（表 1 ）。自宅
などで集中して業務をすることで生産性が上
昇することも当然あるだろうが、実は、ワー
クライフバランスが改善されたことでモチベ
ーションが上がり、結果的に生産性が向上し
ているケースも多いのではないかということ
が示唆されている。ワークライフバランスと
生産性とは密接な関係があり、テレワークの
メリットというのは、まさにここにあるのだ
と思う。

一方、テレワークの問題点としては、コミ
ュニケーションの質と量が劣化するという点
がNRIの実証実験からも明らかになっている

（図23）。出社する場合とテレワークを実施し
た場合とを比較すると、テレワーク時ではコ
ミュニケーションの量が 2 割減少することが
分かった。今では出社時でも「Web会議」
をしている時間量は多いが、テレワーク時に
は、当然のことながらこれはさらに増える。
ただそれだけではない。テレワーク時に「対
面」が減少するのは当たり前だが、「チャッ
ト」や「電話」「メール」の時間も同時に減
るという結果が出ている。自分の世界に閉じ
籠もっているので集中力が増すというコメン
トもあったが、コミュニケーション量の減少
は、図23の具体的なコメントにあるように、

「ついつい細かな点がおろそかになりがち」
や「若手とのこまめな状況確認や相談対応が
難しく、正確に伝わらなかったり事後フォロ
ーが多くなった」など、深刻な問題をはらん

であるが、実測してみると図22のような結果
になった。全体の31％は出社でもテレワーク
でも生産性に差はないという回答であり、

「上がった」という回答が32％、「下がった」
という回答が38％であった。ただし、「下が
った」という回答の中でも、低下が 1 割未満
という回答が27％である。つまり、テレワー
クで生産性が「下がった」とはいうものの、
出社に比べて 9 割以上のパフォーマンスを維
持している者が大部分を占めているのであ
り、やりようによっては出社時と変わらない
生産性を実現できるという結果となった。
「80〜」と「80未満」を合計した11％は、テ
レワークでかなり生産性が下がっていること
になるが、これは個人の問題というより仕事
の性格に由来しているためであり、NRIの中
でテレワークでは生産性が下がってしまう仕

表1　テレワークの生産性を上げる要因

影響度大

移動などの
時間削減

①通勤時間などの移動時間が減る
②通勤のストレスがない
● 場所が離れた人との予定の調整
がしやすい

作業の
集中力向上

● 周囲の邪魔を受けず集中できる
● 雑務や細かな作業依頼など、周
りのノイズが少ない

● 自宅に私物の書籍があり、参照
しやすく、アイデアが浮かびや
すい

生活との
バランス

③体調や家庭環境に合わせた働き
方ができる

会議の
効率化

● 会議がリモートになり、資料印
刷などの手間がなくなった

● 会議室探しに奔走しなくてすむ
●（Zoomの強制終了で）会議が
長引く頻度が減った

出所）野村総合研究所 「テレワーク時の生産性に関する実験調査」 
（2020年9月）より作成
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いった面でマイナスのインパクトがあるとい
うことだ。

とはいえ、マイナスの項目が多いからとい
ってテレワークに否定的になるべきではな
い。プラスの項目を維持しつつ、マイナスの
項目をどのようにして消し込むかということ
に知恵を絞ることが肝要である。テレワーク
の導入容易性は、業態により、企業により、
あるいは業務によってさまざまであり、テレ

でいる。テレワークが長期化するほど、業務
品質や人材育成という点ではボディーブロー
のようにじわじわと問題が出てくる可能性が
ある。

OECDのレポートでも、テレワークの欠点
の 1 つとしてコミュニケーションの問題が挙
げられている（図24）。「従業員満足」はテレ
ワークによって上昇するが、一方で「コミュ
ニケーション」「知識の流れ」「行動監視」と

図24　OECDレポートに見るテレワークの生産性を左右する4つの要因

要因

①従業員満足

（＋） 通勤のストレス解放
（＋） ワークライフバランス向上
（＋） 働き方の裁量アップ
（－） 放置による孤独感・不安

（－） コミュニケーション量が少なくなる
（－） 相手の感情が読み取れない

（－） 知識がシェアされづらくなる
（－） 思わぬひらめきの機会減少

（－） （監視がないので）サボる
（－） （監視がないので）長時間勤務する

②コミュニケーション

③知識の流れ

④行動監視

例

マネジャー

生産性 （効率性・イノベーション）

テレワーク

②コミュニケーション（－） ①従業員満足（＋／－）

④行動監視（－）

③知識の流れ（－） 従業員

I
C
T
イ
ン
フ
ラ
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出所）経済開発協力機構「Productivity gains from teleworking in the post COVID-19 era:  How can public policies make it happen?」より作成

図23　テレワークによるコミュニケーションの劣化
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その他 2割減

出社時
（N＝117人日）

テレワーク時
（N＝163人日）

432

344
（分）

対面

Web会議

チャット

電話

メール

58

169

64

48

65

28

21

200

46

3

57
17

気軽なコミュニケーションが減少し、上長とのコミュニケー
ション機会が減った

ふと会話が始まって、情報や知識を得る機会が少なくなった

ちょっとした確認が手間になり、ついつい細かな点がおろそ
かになりがち

若手とのこまめな状況確認や相談対応が難しく、正確に伝わ
らなかったり事後フォローが多くなった

出所）野村総合研究所 「テレワーク時の生産性に関する実験調査」 （2020年9月）より作成
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はそれぞれの現場単位で創意工夫によって解
決を図りつつ、最適な導入形態を検討すべき
であろう。ちなみに、NRIの別の調査でテレ
ワークと出社の頻度別に在宅勤務活用の効果
を分析したところ、テレワークを週 3 、 4 日
ぐらいで、出社を 2 日や 1 日という組み合わ
せにすると、いろいろな面でメリットがある
という結果が出た（図25）。組織・チームご
とに出社とテレワークの最適な組み合わせを
検討するのもよいであろう。

いずれにしても、テレワークの短所の大部
分は、現場の創意工夫でかなりの部分を消し
込める可能性があると考えている。今回のコ
ロナ禍がなければ、日本ではこれだけ思い切
ったテレワークの導入には踏み切れなかった
であろう。その意味でコロナ禍は「黒船」で
ある。日本は先進国の中でもホワイトカラー
の生産性が極めて低い（図26）といわれ続け
てきたが、この機会にテレワークを上手に取
り入れて、長年の課題であったホワイトカラ
ーの生産性問題を解決するチャンス到来と考
えるべきであろう。

ワークは一律にトップダウンで導入を強制す
べきものではない。それぞれの現場でテレワ
ークの問題を定量的に把握し、問題について

図26　テレワークは「黒船」
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出所）OECD DATAより作成

図25　在宅勤務活用による効果（テレワークの実施頻度別）
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ポストコロナ時代に向けたデジタル社会資本の整備

表2　欧州の法制化の動き（テレワーク関連）

ビジネスモデルの話題に転じたい。
ポストコロナのビジネスモデルについて

は、たとえば製造業であればサプライチェー
ンを可視化する、あるいは製造現場をデジタ
ル化（デジタルツイン）するという動きが出
ている。ポストコロナのビジネスモデルとい
うのは広範な概念であるが、ここでは、冒頭
で言及した「空間の解放」に関連したオンラ
インビジネスに焦点を当てて、具体的な事例
を紹介していきたい。

1 オンラインビジネスの急拡大
米国は世界最多の新型コロナウイルス感染

者数を記録しており、感染拡大防止のため、
2020年 3 月から 6 月にかけて各州で強力なロ
ックダウンが実施された。その結果、米国の
20年第 2 四半期の小売市場の状況を見ると、
店舗売上成長率が著しく落ち込む一方、EC
の売上が猛烈な勢いで伸びたことが分かる

（図27）。
ECの売上急拡大もさることながら、ECを

含むD2C（Direct to Consumer）ビジネスが
急速に立ち上がっていることに筆者は注目し
ている。

D2Cを行うには、まず、企業が自社のサイ

一方、欧州の状況はどうかというと、「在
宅勤務権」という言葉が出てきている。生産
性向上というより多分にパンデミック対応の
色彩が強いが、欧州が法制化までして在宅勤
務やテレワークを一層進めていく方向に舵を
切っていることがよく分かる（表 2 ）。こう
した状況に鑑みるに、もしコロナが収束した
後、日本の働き方が元に戻ってしまえば、欧
米との生産性の格差が一段と開いてしまうこ
とが懸念される。

テレワークは、働く人たちのウェルビーイ
ングの向上とホワイトカラーの生産性の向上
の 2 つを実現できる可能性を持っており、ぜ
ひ、国を挙げて取り組むべきである。ただ、
テレワークは特にセキュリティに関連する高
度な技術も要求されるので、従業員規模の小
さな企業にとっては負担が大きい。こうした
分野のIT投資については、国が何らかのサ
ポートをする仕組みも必要だろう。

ここからは、ポストコロナにおける新たな

Ⅲ	ポストコロナの
	 新たなビジネスモデルの台頭

スペイン

● 勤務時間の30％以上在宅勤務する従業員に対し、在宅勤務にかかる費用（PC、家具の購入など）を雇用主が負担
● 雇用主は従業員の尊厳やプライバシーを尊重した上で、従業員のオンラインでの活動をモニタリングできる
　（2020年9月時点の草案：労働組合および企業団体とは合意済み）

英国 ● 英国政府が「在宅勤務権」の法制化を検討 （2020年6月）

ドイツ ● ハイル労働・社会相が、労働者に働く場所を選ぶ権利の付与を検討すると表明 （2020年5月）

フィンランド ● 労働時間の半分以上を、自宅を含む好きな場所で働ける法律が施行 （2020年1月）

オランダ ● 労働者に働く場所を選ぶ権利を認める法律を施行 （2016年）

出所） スペイン：REUTERS （https://jp.reuters.com/article/us-health-coronavirus-spain-homeworking-idUSKCN26D0ZB）、 
その他の国：PERSONNEL TODAY （https://www.personneltoday.com/hr/working-from-home-after-coronavirus-right/） より作成
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た、リーチが狭くスケールアップがなかなか
できないという問題を乗り越えることができ
る。これまでも物販やサービスでD2Cに挑戦
する先駆的な事業者はいたが、Amazonなど
のプラットフォームに頼らずに、群雄割拠す
るネット空間で存在感を示すために、相当な
広告コストを支払っていた。しかし、今回の
コロナ禍で膨大なユーザーがネット空間に流
れ込んできたために、ネットワーク効果（外
部性）で一気にユーザー数を増やせたD2C事
業者が多数台頭してきている。

Amazonなどの巨大プラットフォーム上で
商品を提供しても、林立する類似業者の中で
自社のブランドを丁寧に訴求することは不可
能である。その結果、価格かユーザーの口コ
ミのレーティングだけで簡単に淘汰されてし
まう。一方、D2Cは自社サイトでのビジネス
であるから、ブランド訴求方法の自由度が高
い。コロナ禍は、くすぶっていたD2Cビジネ
スを一気に水面上に浮上させる効果をもたら
したのである。

トを立ち上げて、自らのブランドストーリー
を直接消費者に訴えかけ、オンライン上に顧
客ロイヤルティの高いコミュニティを作る。
そのコミュニティに対してオンラインで付加
価値の高い（客単価の高い）ビジネスを展開
していく。

これまでもリアルの世界には同様のビジネ
スモデルがあった。たとえば、ブランドにこ
だわりのあるアパレル企業であれば、路面店
などのリアル店舗でハイタッチな接客を徹底
して、ブランドを訴求していた。しかしリア
ルビジネスの一つの限界は、 1 店舗でリーチ
できる顧客数に限りがあるということであ
る。それを拡大しようとすれば必然的に店舗
数を増やさなくてはならないが、増やし過ぎ
ると当然ながら事業効率が落ちてしまう。

昨今、テクノロジーが進歩したため、オン
ラインであっても顧客にブランドを訴求する
ためのさまざまな価値体験が提供できるよう
になってきている。オンラインであれば、リ
アルビジネスの一番のボトルネックであっ

図27　北米小売業のEC市場規模の推移

EC売上成長率（対前四半期）

店舗売上成長率（対前四半期）
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－8.7%

＋511億ドル
（＋約5.4兆円）

Q3 Q4
2018年

Q1 Q2 Q3 Q4
2019

Q1 Q2
2020

1,306 1,343 1,397 1,464 1,533 1,566 1,604

2,115

出所）米商務省国勢調査局資料より作成
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図28　オンラインビジネスを支えるプラットフォーマー（PF）
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各社の2020年のEPS（1株当たり利益）成長率見通し

2 D2Cプラットフォーマーの台頭
米国でD2Cビジネスが活況となっている背

景には、オンライン上のビジネスを支援する
プラットフォームが続々と登場しているとい
う事情もある。

その中でも著名なのが消費財系ビジネスを
支援するShopifyである。業績は好調で既に
日本にも進出してきている。たとえば2020年
9 月時点のEPS（ 1 株当たり利益）で見る
と、Shopifyは他を大きく上回っている（図
28）。図28の中には、オンライン会議システ
ムで一躍有名になったZoomビデオコミュニ
ケーションズや、オンライン動画配信プラッ
トフォームのNetflixなどの企業も登場して
いるが、それらを圧倒する成長見通しを誇る
のがShopifyである。

3 Shopifyのビジネスモデル
このShopifyのビジネスモデルは、まず、

オンラインでビジネスをしたいD2C企業に対
してECサイトのバックオフィスシステムを

提供する。加えてユーザーが希望すれば、デ
ジタルマーケティング、リアル店舗との連携
支援、決済サービス、在庫管理や配送など必
要な機能もオプションで提供する。場合によ
っては融資までを含めてD2C企業の事業プラ
ットフォームをフルセットで提供することも
ある（図29）。

米国では、ハイネケン、ハインツといった
大企業から個人事業主までShopifyを活用し
ている。Shopifyと契約すると、バックオフ
ィスシステムの構築も含めてすべての煩わし
さから解放され、自分たちはブランド戦略に
集中できるというメリットがある。利用料金
も月額のサブスクリプションになっており、
金額はどのようなサービスを利用するかによ
って29ドルから2000ドルまで従量課金となっ
ているので、過度なコストがかかる懸念もな
い（図30）。

Shopifyは現在、175カ国100万サイト以上
で活用されており、そのオンラインショップ
の年間流通総額は20兆円に及んでいる。その

出所） Investors.com「Fastest-Growing Companies: 19 Stocks Expecting Up To 467％ Growth In 2020」（2020年9月時点） より作成
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規模は、流通総額がグローバル全体で大体30
兆円台の半ばぐらいといわれているAmazon
に急接近している。

Amazonは自社商品も販売しているが、
Shopifyはそのようなユーザーとの利益相反
になることはしない。また、Amazonは優れ
た検索エンジンを持つため消費者は欲しいも
のをすぐに見つけ出すことができるものの、
おびただしい商品が提示されるため、どうし
ても自社の商品の特徴を十分に説明できずに
埋没していってしまう。それに対してShopi-
fyを活用した自社サイトでは、事業者は自社
ブランドを思う存分に消費者に直接訴えるこ

とができる。その意味で、ShopifyはAma-
zonではできないことを提供するプラットフ
ォームともいえ、これがAmazonキラーとい
われる由縁である。

Shopifyのようなプラットフォーマーが登
場していることもあり、北米ではアパレルは
アパレル、食料品は食料品という形で、それ
ぞれのカテゴリーに特化したさまざまなD2C
ブランドが一気に台頭している。月間で50万
ビジットを超えるとネットワークの外部性が
効いてくるので、その後、顧客数は飛躍的に
増えていくが、50万ビジットに届かなければ
頭打ちになるといわれている（図31）。つま

図30　Shopifyの各種プランと活用企業
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出所）Shopify Webサイトなどより作成

図29　Shopifyが提供するサービス
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同社は、オンラインで目の前にインストラ
クターがいるかのような臨場感を売りにした
リモートフィットネスを提供している。同社
が注目されるのは、米国主要ブランドのNPSⓇ

（Net Promoter Score）注ランキングでApple、
Amazon、Googleなどの巨大ネット企業を抑
え、TESLAに次いで 2 位になったからであ
る（図32）。

NPSⓇとは、顧客が当該サービスを周囲の人

り50万ビジットを超えるかどうかがD2Cとし
て生き残れるかどうかの分水嶺なのである。

4 カテゴリー特化型D2Cの例①：
 Peloton

50万ビジットを超えて飛躍を遂げたD2Cプ
レーヤーの 1 つとして、オンラインフィット
ネスを運営するPelotonの事例を取り上げた
い。

図31　主要なD2Cブランドのサイトビジット数
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出所）「SimilarWeb’s Top 25 D2C Brands of Q2 2020」などより作成

図32　米国主要ブランドのNPS®ランキング

NPS®（Net Promoter Score）顧客が当該サービスを周囲の人間に推奨するかどうかを測るスコア
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間に推奨するかどうかを測るスコアのことで、
単純な顧客満足度というよりはそのブランド
へのロイヤルティの深さを意味する指標であ
る。同社のNPSⓇ注がどうしてここまで高いの
かであるが、その理由の一つは徹底した体験
価値の再生産へのこだわりにある。フィット
ネス時に着るアパレルからフィットネスマシ
ンはもちろん、マシンで動くソフトウエアや
BGMまですべて内製している。外部のベン
ダーが提供するものを安易に採用したりはし
ない。ここにしかない体験価値に強いこだわ
りを持つという姿勢が顧客から評価されて、
熱狂的ともいえるコミュニティを作り上げる
ことに成功している。

最近ではフィットネスだけでなく、ブラン
ドロイヤルティが高い、極めて濃密な顧客コ
ミュニティに対して、その強みを生かしてさ
まざまな商品・サービスを提案し、それらを
次々とビジネス化していっている。そうした
経緯もあり、同社の業績はコロナ禍の真っ只
中の2020年 4 月〜 6 月期に一気にブレークし

ている（図33）。

5 カテゴリー特化型D2Cの例②：
 エムスリー

特定のカテゴリーに特化してエンドユーザ
ーに直接働きかける、というビジネスモデル
で成功している企業は日本にもある。ここで
はエムスリーという医薬情報サービス会社を
紹介したい。

その事業セグメントを見ると、「メディカ
ルプラットフォーム」が約 4 割を占めている

（図34）。同社は、医療従事者のコミュニティ
を作り、そこに対してオンラインで医薬品の
さまざまな情報を提供する。提供した医薬品
情報に対して医師がどのように反応したかと
いうフィードバックを医薬品メーカーに対し
て行い、これらのメーカーからマーケティン
グのコンサルティングという形で費用を徴収
している。コミュニティを作っているのは医
療従事者だが、そこで料金を徴収するのでは
なく、そのコミュニティから得た情報を用い

図33　Pelotonの業績推移
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て医薬品メーカー向けにサービスを行い、そ
れらのメーカーから収入を得ている。また、
コンサルティングだけではなく、サイト上に
掲載される医薬品情報を医療従事者がクリッ
クした件数に応じて、医薬品メーカーから広
告収入のような従量課金モデルでも収入を得
ている。

従来、製薬企業は多額のコストをかけて
MRが医師を訪問するという営業手法を採っ
てきたが、医師の側には別に訪問してもらわ
なくてもオンラインでの医薬品情報の収集で
十分とする傾向が強まってきた（図35）。医
師の側にとってはオンラインで情報提供を受
ければ時間の節約になるし、製薬メーカー側

図34　エムスリーの概要
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出所） エムスリー IR資料より作成

図35　MR訪問に対する医師の評価と情報収集時間・製薬企業の営業コスト
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エムスリーも、今回のコロナ禍で一気にア
クセス数を伸ばしている（図36）。新型コロ
ナウイルス関連情報については、初期の時点
では医療機関でも非常に混乱していたようで
ある。医師会のコミュニティにもなかなか参
加できないという状況下で、関連情報をとに
かく入手したいという医師の切実な希望もあ
って、エムスリーが提供するコロナ関連情報
を得るために会員数が急増したといわれてい
る。

にとっては多数の販売員を保持するコストの
削減にもなるという点に着目して、エムスリ
ーはビジネスモデルを構築している。

ダイレクトに消費者に働きかけ、そこから
収入を得るというD2Cのビジネスモデルとは
多少異なるが、医療機関ではなく医療従事者
という個人にフォーカスし、そこに巨大なコ
ミュニティを作り、そのコミュニティを利用
してさまざまなマネタイズをしているという
意味では前述のPelotonとも似た概念である。

図36　エムスリーのサービス利用の伸び

図37　エムスリー成功のポイント

m3.comのアクセス（前年比） m3.comのサービス利用状況（前年比）
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出所） エムスリーWebサイトより作成
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6 D2Cビジネスの特徴
本章では、D2Cという新しいスタイルのビ

ジネスが急速に台頭している状況を紹介して
きた（図38）。従来の「レガシービジネス」
は、大量生産し、規模の経済でコストを下げ
て自社の販売チャネルを通じてビジネスを拡
大する、という垂直統合型のモデルであっ
た。

その後登場したのが、Amazonや楽天のよ
うに汎用型のプラットフォームを作り、そこ
に買いたい人と売りたい人が集い、この双方
をテクノロジーで効率的にマッチングさせる
というビジネスモデルである。生産者と消費
者をネットワーク上で仲介するわけである
が、参加する人が増えれば増えるほど新しい
商品・サービスも増加して、自己増殖的に規
模が拡大していくというネットワークの外部
性に着目したモデルで、本稿では「従来型プ
ラットフォーム」と呼ぶことにする。

そして今、新しい芽が出てきているのがカ

エムスリー成功のポイントは大きく 3 つあ
る。まず、サイト上に載せるコンテンツは、
本当にそれがコミュニティの主体である医療
従事者にとって魅力的な情報かどうかを徹底
して確認している。コンテンツに強くこだわ
り続けることが、濃密なコミュニティを維持
する上で何にも増して重要なのである。 2 つ
目は「持続的なニーズ発掘とサービスメニュ
ーの拡大」である。同社は既に30万人ぐらい
の医師を会員にしているので、それぞれの医
療機関のさまざまな需要を把握することがで
きる。このデータを活用して、医療従事者が
求める新たなサービスを付け加えていく努力
を絶やさない。新サービスを開始するために
他社に出資し、自社サービスに取り込むこと
もある。 3 つ目は、会員にはサービス利用に
応じてポイントを付与する、あるいは医大生
の頃から国家試験に関する情報提供を行うな
どの顧客の囲い込み策である（図37）。

図38　ネットワーク効果から体験価値の共有連鎖が可能なプラットフォームへ

レガシービジネス 従来型プラットフォーム カテゴリー特化型D2C

大量生産によるスケール
→規模の経済で単価を下げるが

途中段階でムダも発生

ネットワーク効果によるスケール
→マッチング効率性は上がるが

需要喚起には向かない

ここにしかない体験価値の
共有連鎖によるスケール
→新たな需要喚起を伴う

※プラットフォームは後退する
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軸として、今後のこの業態の発展に注目して
いきたい。

最後に、ポストコロナ時代への論点として
行政や地域のデジタル化について触れておき
たい。菅政権の登場とともにデジタル化戦略
が一気に動き出しているが、中でも行政手続
きのデジタル化が、とりわけコロナ禍のよう
な非常時において極めて重要であることが浮
き彫りになっている。

1 行政のデジタル化と
 マイナンバーカードの普及

筆者は2019年開催のNRI未来創発フォーラ
ムにおいて、北欧の事例を見ると、国民生活
のウェルビーイングの向上には行政の電子化
が大切な役割を果たしていることを述べた。

テゴリー特化型D2Cであり、「そこでしかで
きない体験価値」をオンラインで演出し、熱
狂的なコミュニティを作り、このコミュニテ
ィの中で新たな需要を次々と生み出していく
というビジネスモデルである。

従来型プラットフォームは、マッチングが
完了した時点、たとえば物販であれば、モノ
を売ったときの金額以上のビジネスにはなら
ないが、カテゴリー特化型D2Cは顧客のニー
ズに応じて価値を次々に付加していくため、

「増価」つまり価値が日々増していく、新た
な需要を喚起し続けるビジネスモデルという
ことができよう。

カテゴリー特化型D2Cの弱点は、自らのサ
イトだけにECに必要な機能をすべて投資す
るとなると採算が取れない、あるいは、ネッ
ト空間上で自らの存在の認知を得るためには
膨大な広告コストが発生するということであ
ったが、ShopifyのようなD2Cのためのプラ
ットフォームを提供する業者の登場で、これ
らの課題が解決されつつある。GAFAの対抗

図39　マイナンバーカードの普及見通し
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出所） デジタル・ガバメント閣僚会議資料より作成

Ⅳ	デジタル社会資本の整備
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険証としてマイナンバーカードが利用できる
ようにしようとしている。さらに、運転免許
証もマイナンバーカードと一体化するという
議論も出てきている。マイナポイントの付与
などのさまざまなインセンティブ施策も打っ
ているので、今後の増勢を期待している。国
民への普及率が30％を超える、つまり約4000
万枚に到達すれば、民間からのマイナンバー
カード活用の投資を誘発することが期待でき
るといわれているので、まずはこの水準まで
の普及をぜひ実現してもらいたいと願ってい
る。

2 地方のデジタル化の鍵を握る
 デジタル人的資本

NRIでは2019年、DCI（Digital Capability 
Index）という指標を提案した。国や地方の
デジタル化を推進する上でさまざまな資本投
下が行われるが、それによってその地域のデ
ジタル化がどの程度向上したかを計測する
KPI（重要業績評価指標）が必要であり、
DCIはそのようなKPIになり得るのではない
かという趣旨で提案したものである。

また、行政サービスのデジタル化を進めるに
は、その前提として国民一人一人がデジタル
ID（日本でいえばマイナンバーカード）を
保有することが必須であるとも述べた。デジ
タルIDを持たない状況でいくら行政サービ
スへのデジタル投資を重ねても無意味であ
る。19年はデンマークやエストニアの事例を
詳細に紹介したが、いずれもデジタルIDの
保有が義務付けられており、その結果として
行政手続きがほぼ100％電子化されている。

翻って日本では、19年 9 月に政府がマイナ
ンバーカード交付についての目標設定を行っ
た。数値目標を開示したということ自体は極
めて画期的なことであると、19年の同フォー
ラムで述べた。政府としてのコミットメント
を主導した菅氏が政権を引き継いだことも大
変好ましいことである。

ただ、当時の計画では20年 7 月には3000万
〜4000万枚の交付が行われているはずである
が、結果は残念ながら 9 月 1 日時点で2469万
枚にとどまっている（図39）。

20年 9 月に発足した菅政権はデジタル化に
熱心に取り組んでおり、21年 3 月には健康保

図40　DCIの構成
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の低さが響いていることが分かった。人的資
本というのは、その地域にどれだけIT技術
者がいるか、自治体職員の中に情報化人材が
どれぐらいいるか、市民のITスキルはどの
程度か、というデータから判定される。

デジタル人的資本は大都市圏に偏在する傾
向にあることは否めない。地方の人的資本を
どう強化していくかは、一朝一夕にはいかな
い難しい課題である。現在、政府では、民間
企業や中央官庁からIT人材を地方に派遣す
ることが検討されている（図42）。

デジタル化の最先端を行くエストニアは、
日本の地方中核都市並みの人口約130万人の
小国でありながら、地元のIT企業が頻繁に
開催される政府主催のハッカソンに参加しな
がら事業アイデアを競っている。筆者が首都
のタリン市政府から聞いたところでは、市政

DCIは、総務省をはじめとしたさまざまな
官公庁のデータと、NRIによる広範な世論調
査の結果などを組み合わせて作られる総合指
標であり、「ネット利用」「デジタル公共サー
ビス」「コネクティビティ」「人的資本」とい
う 4 つの項目から構成される（図40）。

NRIは20年の 1 月と 7 月にDCIを推計して
いるが、コロナ禍を契機としてさまざまなデ
ジタル活用が急激に進んだことから、多くの
都道府県のDCIがこの半年間に上昇したこと
が確認された。

次にDCIのレベルによって、第 1 グループ
から第 4 グループまで色分けしてみた（図
41）。第 1 グループは最も進んでいる地方で
あり、第 4 グループはほかに比べると遅れて
いる地方ということになるが、これらの地域
のKPIの構成要素を見てみると「人的資本」

図41　都道府県別のDCIとグループ別・構成要素別のDCI
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ポストコロナ時代に向けたデジタル社会資本の整備

発掘して事業化支援を行う、大都市のIT人
材の転職や移住を政策で後押しするなど、地
方のデジタル人的資本の底上げに向けて政策
を総動員すべきである。

3 産業社会資本の整備から
 デジタル社会資本の整備へ

新型コロナウイルス感染拡大には、いまだ

府の行政サービスもこれらの地元の小規模な
IT企業が構築から運用までを担っており、
利活用の低いサービスは絶えず見直しを行っ
て、民間からの提案を競わせているとのこと
であった。

大都市から人材を派遣するのもよいが、最
も望ましいのは地元に根付いたIT企業を育
成することである。産官学の連携で起業家を

図42　地方圏の「デジタル人的資本」を底上げするために
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特集「NRI未来創発フォーラム2020」より  新型コロナウイルスと経済・社会のパラダイムシフト

る経済システムが構築されてきた。目指して
きたのは量的な成長であり、供給者視点、産
業ありきの視点からの発想であったといえ
る。

一方、今回のコロナ禍をきっかけに起こっ
ていることは、時間と空間の超越であり、高
速大量輸送手段はもはや必須ではない。ま
た、「新しい働き方」は働く人たちのウェル
ビーイングの向上、ホワイトカラーの生産性
の向上を生み出し、生活者コミュニティを起
点とした新たなオンラインビジネスが勃興す
るなど、経済システムの中で企業や産業より
も生活者の側に力点が置かれるような変化を
促している（図43）。

コロナ禍をきっかけにした新しい社会は、
どういう方向性を持つのか。新しいパラダイ
ムは、量的な経済成長というよりも、生活者
が豊かさを実感できる社会を目指すべきであ
ろう。そのためのデジタル社会資本整備であ
る。デジタル化はそれ自体が目的ではなく、

収束の兆しが見られない。コロナ禍の影響は
今後も長引き、今を耐えれば再び以前のよう
な状態に戻るということはないであろう。世
界中の誰もがポストコロナ時代を展望した

「ニューノーマル」に適合した生活スタイル
やビジネスのあり方を真剣に考えていかなく
てはならない。生活者は「時間と空間からの
解放」を一気に体感して、以前の働き方に戻
りたいとは思っていない。

それでは、われわれは今回のコロナ禍を奇
貨として、どのような新しい社会を構築すべ
きだろうか。

翻ってみると、20世紀には、新幹線やジャ
ンボジェット機あるいは高速道路など、時
間・距離を短縮させる高速大量輸送手段の整
備に多大な投資が行われてきた。それを背景
として、企業であれば本社機能を大都市に構
え、低コストの地方に工場や研究開発施設を
配置して大都市と地方の間で人を頻繁に行き
来させることで、効率よくモノを大量生産す

図43　産業社会資本からデジタル社会資本へ
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ポストコロナ時代に向けたデジタル社会資本の整備

あくまでも手段にすぎない。それを使うこと
でどのような社会を目指すのか、微力ではあ
るが、NRIは関連した社会提言活動をこれか
らも続けていきたい。

注

NPSⓇは、ベイン・アンド・カンパニー、フレッド・
ライクヘルド、サトメトリックス・システムズの登
録商標


